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議案第 ４ 号 

 

工 事 請 負 契 約 の 締 結 に つ い て 

 

 本市は、鎌倉市立七里ガ浜小学校外３校給食室冷暖房設備設置工

事について、一般競争入札の方法により、次のとおり工事請負契約

を締結するものとする。 

 

   令和６年（2024年）６月５日提出 

 

 

鎌倉市長 松 尾  崇 

 

 

１ 工 事 名 称  鎌倉市立七里ガ浜小学校外３校 

          給食室冷暖房設備設置工事 

 

２ 工事施行位置  鎌倉市七里ガ浜東五丁目３番２号 外３箇所 

 

３ 契 約 金 額  265,650,000円 

 

４ 請 負 契 約 者  鎌倉市長谷二丁目21番５号 

          有限会社原管工 

          代表取締役 原 泰 一 
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「参　考」
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議案第 ５ 号 

 

工 事 請 負 契 約 の 締 結 に つ い て 

 

 本市は、鎌倉市立第一小学校外５校給食室冷暖房設備設置工事に

ついて、一般競争入札の方法により、次のとおり工事請負契約を締

結するものとする。 

 

   令和６年（2024年）６月５日提出 

 

 

鎌倉市長 松 尾  崇 

 

 

１ 工 事 名 称  鎌倉市立第一小学校外５校 

          給食室冷暖房設備設置工事 

 

２ 工事施行位置  鎌倉市由比ガ浜二丁目９番55号 外５箇所 

 

３ 契 約 金 額  180,492,400円 

 

４ 請 負 契 約 者  鎌倉市大船二丁目19番16号 

          株式会社柴田電気 

          代表取締役 柴 田 直 政 
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議案第 ６ 号 

 

工 事 請 負 契 約 の 締 結 に つ い て 

 

 本市は、鎌倉市立深沢小学校外４校給食室冷暖房設備設置工事に

ついて、一般競争入札の方法により、次のとおり工事請負契約を締

結するものとする。 

 

   令和６年（2024年）６月５日提出 

 

 

鎌倉市長 松 尾  崇 

 

 

１ 工 事 名 称  鎌倉市立深沢小学校外４校 

          給食室冷暖房設備設置工事 

 

２ 工事施行位置  鎌倉市梶原一丁目11番１号 外４箇所 

 

３ 契 約 金 額  150,997,000円 

 

４ 請 負 契 約 者  鎌倉市大船二丁目19番16号 

          株式会社柴田電気 

          代表取締役 柴 田 直 政 
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議案第 ７ 号 

 

工 事 請 負 契 約 の 締 結 に つ い て 

 

 本市は、鎌倉市立第一中学校通学路法面整備工事について、一般

競争入札の方法により、次のとおり工事請負契約を締結するものと

する。 

 

   令和６年（2024年）６月５日提出 

 

 

鎌倉市長 松 尾  崇 

 

 

１ 工 事 名 称  鎌倉市立第一中学校通学路法面整備工事 

 

２ 工事施行位置  鎌倉市材木座六丁目20番先 

 

３ 契 約 金 額  374,440,000円 

 

４ 請 負 契 約 者  鎌倉市大町一丁目４番15号 

          鎌倉土建株式会社 

          代表取締役 菅 尾 成 彦 
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「参　考」
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議案第 ９ 号 

 

鎌倉海浜公園坂ノ下地区レストハウスに係る損害賠償 

請求及び建物明渡請求訴訟の提起について      

 

 鎌倉海浜公園坂ノ下地区レストハウスに係る損害賠償請求及び建

物明渡請求訴訟の提起につき、次のとおり議会の議決を求める。 

 

   令和６年（2024年）６月５日提出 

 

鎌倉市長 松 尾  崇 

 

１ 当事者 

  原告 鎌 倉 市 

  被告 鎌倉市稲村ガ崎一丁目16番13号 

     メイン商事株式会社 

     代表取締役 吉 澤 治 郎 

 

２ 訴訟提起の理由 

 鎌倉海浜公園坂ノ下地区のレストハウスを運営している事業者

に対し、公園施設管理不許可処分を行った後も、当該施設の営業

を継続し、退去がなされない状況であることから、地方自治法第

96条第１項第12号の規定により、損害賠償請求及び建物明渡請求

の訴訟を提起するものである。 
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議案第 10 号 

 

鎌倉市家庭的保育事業等の設備及び運営に関する 

基準を定める条例の一部を改正する条例の制定に 

ついて                    

 

 鎌倉市家庭的保育事業等の設備及び運営に関する基準を定める条

例の一部を改正する条例を次のように定める。 

 

   令和６年（2024年）６月５日提出 

 

 

鎌倉市長 松 尾  崇 

 

 

 （提案理由） 

 家庭的保育事業等の設備及び運営に関する基準の一部改正に伴

い、小規模保育事業所等の満３歳児以上の職員配置の基準を改める

ものである。 
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鎌倉市家庭的保育事業等の設備及び運営に関する基準を定める条

例の一部を改正する条例 

鎌倉市家庭的保育事業等の設備及び運営に関する基準を定める条例（平成26

年10月条例第19号）の一部を次のように改正する。 

 第29条第２項第３号中「20人」を「15人」に改め、同項第４号中「30人」を

「25人」に改める。 

 第31条第２項第３号中「20人」を「15人」に改め、同項第４号中「30人」を

「25人」に改める。 

 第44条第２項第３号中「20人」を「15人」に改め、同項第４号中「30人」を

「25人」に改める。 

 第46条第２項第３号中「20人」を「15人」に改め、同項第４号中「30人」を

「25人」に改める。 

付 則 

 （施行期日） 

１ この条例は、公布の日から施行する。 

 （経過措置） 

２ 保育士及び保育従事者の配置の状況に鑑み、保育の提供に支障を及ぼすお

それがあるときは、当分の間、改正後の第29条第２項、第31条第２項、第44

条第２項及び第46条第２項の規定は適用せず、改正前の第29条第２項、第31

条第２項、第44条第２項及び第46条第２項の規定は、なおその効力を有する。 
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議案第 11 号 

 

鎌倉市介護保険条例の一部を 

改正する条例の制定について 

 

 鎌倉市介護保険条例の一部を改正する条例を次のように定める。 

 

   令和６年（2024年）６月５日提出 

 

 

鎌倉市長 松 尾  崇 

 

 

 （提案理由） 

 介護保険法施行令の一部改正に伴い、引用条項を整備するもので

ある。 
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鎌倉市介護保険条例の一部を改正する条例 

鎌倉市介護保険条例（平成12年３月条例第31号）の一部を次のように改正す

る。 

第６条第３項中「又は第９号ロ」を「、第９号ロ、第10号ロ、第11号ロ、第

12号ロ又は第13号ロ」に、「第６号まで」を「第13号まで」に改める。 

付 則 

この条例は、公布の日から施行する。 
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議案第 12 号 

 

鎌倉市地域包括支援センターにおける包括的支援事業 

を実施するための人員等に関する基準を定める条例の 

一部を改正する条例の制定について         

 

 鎌倉市地域包括支援センターにおける包括的支援事業を実施する

ための人員等に関する基準を定める条例の一部を改正する条例を次

のように定める。 

 

   令和６年（2024年）６月５日提出 

 

 

鎌倉市長 松 尾  崇 

 

 

 （提案理由） 

 介護保険法施行規則の一部改正に伴い、地域包括支援センターの

職員配置の基準を改めるとともに、引用条項を整備するものである。 
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鎌倉市地域包括支援センターにおける包括的支援事業を実施する 

ための人員等に関する基準を定める条例の一部を改正する条例 

鎌倉市地域包括支援センターにおける包括的支援事業を実施するための人員

等に関する基準を定める条例（平成27年３月条例第46号）の一部を次のように

改正する。 

第２条第２項中「鎌倉市介護保険運営協議会」の次に「（以下「運営協議会」

という。）」を加える。 

第３条第１項各号列記以外の部分に次のただし書を加える。 

  ただし、運営協議会が第１号被保険者の数及び地域包括支援センターの運

営の状況を勘案して必要であると認めるときは、常勤換算方法（当該地域包

括支援センターの職員の勤務延時間数を当該地域包括支援センターにおいて

常勤の職員が勤務すべき時間数で除することにより、当該地域包括支援セン

ターの職員の員数を常勤の職員の員数に換算する方法をいう。）により算出し

た職員の員数とする。 

第３条第４項中「前３項」を「前各項」に改め、同項を同条第５項とし、同

条第３項中「前２項」を「第１項及び第２項」に、「第140条の66第１号ロ⑶」

を「第140条の66第１号ハ⑶」に改め、同項を同条第４項とし、同条第２項の次

に次の１項を加える。 

３ 第１項の規定にかかわらず、運営協議会が地域包括支援センターの効果的

な運営に資すると認めるときは、複数の地域包括支援センターが担当する区

域を一の区域として、当該区域内の第１号被保険者の数について、おおむね

3,000人から6,000人ごとに同項の規定による常勤の職員の員数を当該複数の

地域包括支援センターに配置することにより、当該区域内の一の地域包括支

援センターがそれぞれ同項の基準を満たすものとする。この場合において、

当該区域内の一の地域包括支援センターに配置すべき常勤の職員の員数の基

準は、同項各号に掲げる者のうちから２人とする。 

付 則 

この条例は、公布の日から施行する。 

- 33 -



議案第 13 号 

 

鎌倉市廃棄物の減量化、資源化及び処理に関する 

条例の一部を改正する条例の制定について    

 

 鎌倉市廃棄物の減量化、資源化及び処理に関する条例の一部を改

正する条例を次のように定める。 

 

   令和６年（2024年）６月５日提出 

 

 

鎌倉市長 松 尾  崇 

 

 

 （提案理由） 

 家庭系ごみの戸別収集の導入に伴い、ごみの排出量が少ない事業

所向けに少量排出事業所収集制度の運用を開始するため、必要な規

定の整備を行うものである。 
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鎌倉市廃棄物の減量化、資源化及び処理に関する条例の一部を改

正する条例 

鎌倉市廃棄物の減量化、資源化及び処理に関する条例（平成４年12月条例第

８号）の一部を次のように改正する。 

第22条の２に次の１項を加える。 

２ 少量排出事業者（排出事業者のうち規則で定める基準に適合する事業者を

いう。）は、市が処理計画に従い定期的に収集、運搬及び処分をする事業系一

般廃棄物を排出するときは、規則で定める収集袋（以下「事業系指定収集袋」

という。）を使用しなければならない。ただし、第28条第３項第１号及び同項

第９号に該当するときは、この限りでない。 

 第28条の２の見出し中「指定収集袋」を「指定収集袋等」に改め、同条中「、

指定収集袋」を「指定収集袋を、前条第１項の規定による一般廃棄物の処理手

数料（第22条の２第２項本文の規定により排出する場合の処理手数料に限る。）

を徴収したときは事業系指定収集袋」に改める。 

 第28条の３第１項に次の１号を加える。 

⑽ 事業系一般廃棄物のうち、第22条の２第２項本文の規定により市が処理

計画に従い定期的に収集、運搬及び処分をするもの 市が収集及び運搬を

する日 

別表の４ 事業系一般廃棄物の項を次のように改める。 

４ 事業系

一般廃棄

物 

(１) 第22条の２第２項本文の規定に

より市が定期的に収集、運搬及び処

分をするもの 

事業系指定収集袋１袋

につき 

容量20リットル相当の

もの 150円 

(２) 植木剪定材 10キログラムにつき 

210円 

(３) 前２号以外のもの 10キログラムにつき 

400円 

付 則 

 （施行期日等） 

１ この条例は、令和７年４月１日（以下「施行日」という。）から施行する。

ただし、改正後の第22条の２第２項の規定は、事業系一般廃棄物を排出する

事業者が規則で定める地域において事業系一般廃棄物を排出する場合につい

ては、令和８年３月31日までの間、適用しない。 

（準備行為） 

２ 改正後の第22条の２第２項に規定する事業系指定収集袋（以下「事業系指
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定収集袋」という。）を使用して排出する事業系一般廃棄物に係る処理手数料

の徴収及び還付並びに改正後の第28条の２の規定による事業系指定収集袋の

交付その他の準備行為は、施行日前においても行うことができる。 
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議案第 14 号 

 

鎌倉市地区計画の区域内における建築物の制限に 

関する条例の一部を改正する条例の制定について 

 

 鎌倉市地区計画の区域内における建築物の制限に関する条例の一

部を改正する条例を次のように定める。 

 

   令和６年（2024年）６月５日提出 

 

 

鎌倉市長 松 尾  崇 

 

 

 （提案理由） 

 住友常盤地区地区計画及び小町二丁目地区地区計画の都市計画決

定に伴い、当該地区地区整備計画区域を適用区域に追加するととも

に、当該地区地区整備計画区域内における建築物の制限を定めるも

のである。 
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鎌倉市地区計画の区域内における建築物の制限に関する条例の一 

部を改正する条例 

鎌倉市地区計画の区域内における建築物の制限に関する条例（平成５年12月

条例第９号）の一部を次のように改正する。 

 第12条に次の１項を加える。 

４ 法第３条第２項の規定により第９条の規定の適用を受けない建築物であっ

て、建築物の高さが同条の規定に適合しないもの（小町二丁目地区地区整備

計画区域内における当該建築物に限る。以下この項において「既存建築物」

という。）について、既存建築物の同一敷地内で建築、大規模の修繕又は大規

模の模様替をする場合においては、別表第２小町二丁目地区地区整備計画区

域の項の規定の適用については、同項中「8.2メートル（軒の高さにあっては、

7.0メートル）」とあるのは「既存建築物の高さを超えない数値」とする。 

別表第１に次のように加える。 

小町二丁目地区地区整備計画区域 

都市計画法第 20条第１項の規定により告

示された小町二丁目地区地区計画の区域の

うち、地区整備計画が定められた区域 

住友常盤地区地区整備計画区域 

都市計画法第 20条第１項の規定により告

示された住友常盤地区地区計画の区域のう

ち、地区整備計画が定められた区域 

別表第２に次のように加える。 

小町二丁

目地区地

区整備計

画区域 

 
次に掲げる建築物以

外のもの 

⑴ 一戸建の住宅、共

同住宅及び長屋 

⑵ 前号の建築物に附

属するもの 

1

20

パ

ー

セ

ン

ト 

6

0パ

ー

セ

ン

ト 

165平

方メート

ル 

 
8.2メ

ートル

（軒の

高さに

あって

は、7.0

メート

ル） 

 

住友常盤

地区地区

整備計画

区域 

 
次に掲げる建築物以

外のもの 

⑴ 住宅（届出住宅（住

宅宿泊事業法（平成

29年法律第65号）第

３条第１項の届出に

係る住宅をいう。）、

共同住宅及び長屋を

除く。） 

⑵ 住宅で事務所、学

習塾、華道教室、囲

碁教室、アトリエ、

工房その他これらに

類する用途を兼ねる

もの 

  200平

方メート

ル 

 
  

 
⑶ 集会所（近隣住民

を対象としたものに 
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限る。） 

⑷ 前３号の建築物に

附属するもの 

   
 

  

   付 則 

この条例は、公布の日から施行する。 
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議案第 15 号 

 

令和６年度鎌倉市一般会計 

     補正予算（第２号） 

 

 令和６年度鎌倉市一般会計補正予算（第２号）は、次に定めると

ころによる。 

 

 （歳入歳出予算の補正） 

第１条 歳入歳出予算の総額に歳入歳出それぞれ2,696,029千円を

追加し、歳入歳出予算の総額を歳入歳出それぞれ77,198,230千円

とする。 

２ 歳入歳出予算の補正の款項の区分及び当該区分ごとの金額並び

に補正後の歳入歳出予算の金額は、「第１表 歳入歳出予算補正」

による。 

（繰越明許費） 

第２条 地方自治法第213条第１項の規定により、翌年度に繰り越し

て使用することができる経費は、「第２表 繰越明許費」による。 

 （債務負担行為の補正） 

第３条 債務負担行為の補正は、「第３表 債務負担行為補正」によ

る。 

 

令和６年（2024年）６月５日提出 

 

 

鎌倉市長 松 尾  崇 
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50 1,201,938 1,080 1,203,018

10 手数料 816,074 1,080 817,154

55 11,732,074 2,250,037 13,982,111

5 国庫負担金 8,975,740 5,661 8,981,401

10 国庫補助金 2,692,794 2,244,376 4,937,170

60 4,855,680 1,950 4,857,630

10 県補助金 904,007 1,950 905,957

75 5,160,325 192,717 5,353,042

5 基金繰入金 5,087,961 192,717 5,280,678

85 921,096 250,245 1,171,341

25 雑入 523,111 250,245 773,356

74,502,201 2,696,029 77,198,230

第１表　　歳入歳出予算補正

歳　　入

款

使用料及び手数料

国庫支出金

県支出金

繰入金

諸収入

歳　　入　　合　　計

計

 千円

項 補正前の額

 千円

補　正　額

 千円
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10 8,030,655 105,909 8,136,564

5 総務管理費 6,546,158 105,909 6,652,067

15 30,546,552 2,269,385 32,815,937

5 社会福祉費 14,789,543 2,242,426 17,031,969

10 児童福祉費 13,350,520 24,968 13,375,488

15 生活保護費 2,405,304 1,991 2,407,295

20 6,957,632 317,029 7,274,661

5 保健衛生費 1,945,940 251,075 2,197,015

10 清掃費 4,706,248 65,954 4,772,202

50 3,635,953 3,706 3,639,659

5 消防費 3,635,953 3,706 3,639,659

74,502,201 2,696,029 77,198,230

歳　　出

款 計

 千円

項 補正前の額

 千円

補　正　額

 千円

総務費

民生費

衛生費

消防費

歳　　出　　合　　計
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第２表 繰越明許費

10 総 務 費 05 総 務 管 理 費 大 船 行 政 セ ン タ ー
石 綿 除 去 等 業 務 委 託 事 業

89,331

款 項 事 業 名 金 額

千円
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追　加

戸別収集コールセンター
電話オペレーター派遣業務
委 託 事 業 費

令 和 ７ 年 度 ま で 3,662

少量排出事業所指定袋作成
業 務 委 託 事 業 費

令 和 ７ 年 度 ま で 2,139

戸別収集コンサルティング
委 託 事 業 費

令 和 ７ 年 度 か ら
令 和 ８ 年 度 ま で

46,922

家庭系ごみ戸別収集業務
委 託 事 業 費

令 和 ７ 年 度 か ら
令 和 10 年 度 ま で

1,839,272

事 項 期 間

第３表 債務負担行為補正

1

限 度 額

千円
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報告第 ３ 号 

 

繰越明許費について 

 

 令和５年度一般会計予算中、議長車購入事業、城廻市有地擁壁調

査・設計事業、乗用自動車（ワゴン車）購入事業、税基幹システム

改修業務委託事業、住民基本台帳システム及び戸籍附票システム改

修委託事業、低所得世帯支援給付金支給事業、低所得世帯等こども

加算・均等割のみ課税世帯支援給付金支給事業、新型コロナウイル

スワクチン接種事業、鎌倉地域漁業支援施設土木施設設計業務及び

土質調査・深浅測量業務委託事業、滑川有料公衆トイレ解体事業、

北鎌倉隧道安全対策等検討業務委託事業、道路新設改良整備事業（市

道010-063号線）、道路新設改良整備事業（市道204-044号線）、三菱

電機南側道路予備設計等委託事業、深沢小学校・深沢交差点道路整

備予備設計等委託事業、夫婦池公園堤体補修設計事業、はしご付消

防自動車購入事業、学びの多様化学校設置事業及び学びの多様化学

校建設地外構工事設計業務委託事業について、別紙計算書のとおり

繰越明許費繰越しをした。 

 よって、地方自治法施行令第146条第２項の規定により報告する。 

 

令和６年（2024年）６月５日提出 

 

 

鎌倉市長 松 尾  崇 
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報告第 ４ 号 

 

事故繰越しについて 

 

 令和５年度一般会計予算中、道路維持修繕事業（市道001-064号線）

及び出土遺物保存処理業務委託事業について、別紙計算書のとおり

事故繰越しをした。 

 よって、地方自治法施行令第150条第３項の規定により報告する。 

 

令和６年（2024年）６月５日提出 

 

 

鎌倉市長 松 尾  崇 

- 49 -



(
一

般
会

計
)

地
　

方
　

債
そ

　
の

　
他

4
5

土
木

費
1
0

道
路

橋
り

ょ
う

費
道

路
維

持
修

繕
事

業
（

市
道

0
0
1
-
0
6
4
号

線
）

1
3
,
6
0
1
,
5
0
0

5
,
4
4
0
,
6
0
0

8
,
1
6
0
,
9
0
0

0
8
,
1
6
0
,
9
0
0

0
0

7
,
3
0
0
,
0
0
0

0
8
6
0
,
9
0
0

排
水

構
造

物
の

設
置

に
あ

た
り

掘
削

を
進

め
た

と
こ

ろ
、

台
帳

と
は

異
な

る
位

置
に

存
在

し
た

地
下

埋
設

物
が

支
障

と
な

る
こ

と
が

判
明

し
た

。
当

該
埋

設
物

設
置

者
に

よ
る

切
り

回
し

作
業

の
工

程
に

お
い

て
、

地
元

と
の

調
整

及
び

天
候

の
影

響
で

時
間

を
要

し
た

こ
と

か
ら

施
工

日
数

が
増

加
し

、
年

度
内

の
業

務
完

了
が

見
込

め
な

く
な

っ
た

も
の

。

5
5

教
育

費
2
0

社
会

教
育

費
出

土
遺

物
保

存
処

理
業

務
委

託
事

業
2
,
5
0
8
,
0
0
0

0
2
,
5
0
8
,
0
0
0

0
2
,
5
0
8
,
0
0
0

0
0

0
0

2
,
5
0
8
,
0
0
0

出
土

遺
物

の
う

ち
、

漆
加

工
で

使
用

す
る

布
や

漆
器

等
の

裏
打

ち
作

業
に

必
要

と
な

る
産

業
用

の
特

殊
な

長
繊

維
和

紙
の

納
品

に
時

間
を

要
し

、
年

度
内

の
業

務
完

了
が

見
込

め
な

く
な

っ
た

も
の

。

翌
　

年
　

度
繰

　
越

　
額

左
の

財
源

内
訳

既
収

入
特

定
財

源

未
収

入
特

定
財

源

一
般

財
源

支
出

負
担

行
 
 
　

為
予

 
定

 
額

説
　

　
明

令
 
和

 
５

 
年

 
度

 
鎌

 
倉

 
市

 
事

 
故

 
繰

 
越

 
し

 
繰

 
越

 
計

 
算

 
書

左
　

の
　

内
　

訳

支
出

済
額

支
出

未
済

額
款

項
事

　
　

業
　

　
名

支
出

負
担

行
 
為

 
額

円
円

円
円

円
円

円
円

円
円

国
（
県

）

支
出

金

- 50 -



報告第 ５ 号 

 

繰越額使用計画について 

 

 令和５年度下水道事業会計予算中、汚水管渠築造実施設計業務委

託事業（常盤枝線）、公共下水道（汚水）築造事業（台枝線）、公共

下水道（雨水）築造事業（西御門川雨水幹線）、公共下水道（雨水）

築造事業（大塚川排水区）、公共下水道（汚水）改築事業（西部圧送

管）、公共下水道（汚水）改築事業（由比ガ浜第２枝線外）、七里ガ

浜浄化センターＢ系列最終沈殿池耐震化実施設計事業及び公共下水

道（雨水）維持修繕事業（西瓜川雨水幹線）について、別紙計算書

のとおり繰越しをした。 

 よって、地方公営企業法第26条第３項の規定により報告する。 

 

令和６年（2024年）６月５日提出 

 

 

鎌倉市長 松 尾  崇 

- 51 -



1
,
3
0
0
,
0
0
0

0
0

都
市
計
画
基
本
図
と
現
地

の
齟
齬
か
ら
生
じ
た
追
加

業
務
に
よ
り
、
年
度
内
に

完
了
す
る
こ
と
が
不
可
能

と
な
っ
た
た
め
。

一
般
競
争
入
札
に
付
し
た

が
、
応
札
者
が
な
く
、
年

度
内
に
工
事
を
完
了
す
る

こ
と
が
不
可
能
と
な
っ
た

た
め
。

3
,
0
3
3
,
0
0
0

0
0

4
資
本
的
支
出

1
1
建
設
改
良
費

汚
水
管
渠
築
造
実
施
設
計

業
務
委
託
事
業

（
常
盤
枝
線
）

2
5
,
0
0
0
,
0
0
0

0
2
5
,
0
0
0
,
0
0
0

0

5
9
,
7
3
3
,
0
0
0

0
5
6
,
7
0
0
,
0
0
0

2
3
,
7
0
0
,
0
0
0

0

事
前
調
査
で
発
見
さ
れ
た

重
要
遺
構
の
保
存
の
た

め
、
一
部
区
間
の
修
正
設

計
が
必
要
と
な
り
、
年
度

内
に
工
事
を
完
了
す
る
こ

と
が
不
可
能
と
な
っ
た
た

め
。

4
資
本
的
支
出

1
1
建
設
改
良
費

公
共
下
水
道
（
汚
水
）
築
造
事
業

（
台
枝
線
）

5
9
,
7
3
3
,
0
0
0

0 0
1
3
2
,
0
0
0
,
0
0
0

0
1
2
5
,
4
0
0
,
0
0
0

6
,
6
0
0
,
0
0
0

0
4

資
本
的
支
出

1
1
建
設
改
良
費

公
共
下
水
道
（
雨
水
）
築
造
事
業

（
西
御
門
川
雨
水
幹
線
）

1
3
2
,
0
0
0
,
0
0
0

令
和
５
年
度
鎌
倉
市
下
水
道
事
業
会
計
予
算
繰
越
計
算
書

　
地
方
公
営
企
業
法
第
2
6
条
第
１
項
の
規
定
に
よ
る
建
設
改
良
費
の
繰
越
額

左
の

財
源

内
訳

翌
年
度
繰
越
額
に

係
る
繰
越
を
要
す

る
た
な
卸
資
産
の

購
入

限
度

額 円

国
(
県
)
支

出
金 円

円

説
明

款

円

項
事

業
名

予
算

計
上

額
損

益
勘

定
留

保
資

金
等

円
円

円

不
用

額
地

方
債

支
払
義
務
発
生
額 円

翌
年

度
繰

越
額

- 52 -



左
の

財
源

内
訳

翌
年
度
繰
越
額
に

係
る
繰
越
を
要
す

る
た
な
卸
資
産
の

購
入

限
度

額 円

国
(
県
)
支

出
金 円

円

説
明

款

円

項
事

業
名

予
算

計
上

額
損

益
勘

定
留

保
資

金
等

円
円

円

不
用

額
地

方
債

支
払
義
務
発
生
額 円

翌
年

度
繰

越
額

4
資
本
的
支
出

1
1
建
設
改
良
費

公
共
下
水
道
（
雨
水
）
築
造
事
業

（
大
塚
川
排
水
区
）

2
2
,
4
4
0
,
0
0
0

0
2
2
,
4
4
0
,
0
0
0

0
2
1
,
3
0
0
,
0
0
0

1
,
1
4
0
,
0
0
0

0
0

令
和
７
年
度
開
始
の
道
路

整
備
計
画
か
ら
最
大
限
の

事
業
効
果
を
得
る
た
め
の

設
計
変
更
に
よ
り
、
年
度

内
に
工
事
を
完
了
す
る
こ

と
が
不
可
能
と
な
っ
た
た

め
。

4
資
本
的
支
出

1
1
建
設
改
良
費

公
共
下
水
道
（
汚
水
）
改
築
事
業

（
西
部
圧
送
管
）

2
2
1
,
7
1
6
,
0
0
0

0
2
2
1
,
7
1
6
,
0
0
0

0
2
1
0
,
6
0
0
,
0
0
0

1
1
,
1
1
6
,
0
0
0

0
0

施
工
条
件
の
変
化
に
合
わ

せ
た
工
法
調
整
の
結
果
、

９
月
補
正
で
予
算
措
置
し

た
が
、
年
度
内
に
工
事
を

完
了
す
る
こ
と
が
不
可
能

と
な
っ
た
た
め
。

4
資
本
的
支
出

1
1
建
設
改
良
費

七
里
ガ
浜
浄
化
セ
ン
タ
ー
Ｂ
系
列
最

終
沈
殿
池
耐
震
化
実
施
設
計
事
業

4
2
,
4
0
0
,
0
0
0

0
2
5
,
0
0
0
,
0
0
0

0

詳
細
診
断
の
結
果
、
実
施

設
計
の
範
囲
に
変
更
が
起

き
、
年
度
内
に
事
業
を
完

了
す
る
こ
と
が
不
可
能
と

な
っ
た
た
め
。

2
8
,
8
5
0
,
0
0
0

1
3
,
5
5
0
,
0
0
0

6
,
7
7
5
,
0
0
0

0
6
,
7
7
5
,
0
0
0

0

4
資
本
的
支
出

1
1
建
設
改
良
費

公
共
下
水
道
（
汚
水
）
改
築
事
業

（
由
比
ガ
浜
第
２
枝
線
外
）

2
5
,
0
0
0
,
0
0
0

1
0
,
0
0
0
,
0
0
0

1
3
,
7
0
0
,
0
0
0

1
,
3
0
0
,
0
0
0

0
0

社
会
資
本
整
備
総
合
交
付

金
の
追
加
配
当
に
伴
い
、

２
月
補
正
で
予
算
措
置
し

た
も
の
で
、
年
度
内
に
工

事
を
完
了
す
る
こ
と
が
不

可
能
で
あ
る
た
め
。

- 53 -



0
1
7
,
0
3
9
,
0
0
0

0

天
候
の
影
響
に
よ
り
、
必

要
部
材
の
製
造
ラ
イ
ン
に

遅
延
が
発
生
し
、
年
度
内

に
完
了
す
る
こ
と
が
不
可

能
と
な
っ
た
た
め
。

2
下
水
道

事
業
費
用

1
1
営
業
費
用

公
共
下
水
道
（
雨
水
）
維
持
修
繕

事
業

（
西
瓜
川
雨
水
幹
線
）

0
1
7
,
0
3
9
,
0
0
0

0
1
7
,
0
3
9
,
0
0
0

0

令
和
５
年
度
鎌
倉
市
下
水
道
事
業
会
計
予
算
繰
越
計
算
書

　
地
方
公
営
企
業
法
第
2
6
条
第
２
項
た
だ
し
書
の
規
定
に
よ
る
事
故
繰
越
額

左
の

財
源

内
訳

翌
年
度
繰
越
額
に

係
る
繰
越
を
要
す

る
た
な
卸
資
産
の

購
入

限
度

額 円
円

翌
年

度
繰

越
額

説
明

円

款

円

項
事

業
名

予
算

計
上

額
損

益
勘

定
留

保
資

金
等

支
払
義
務
発
生
額

円
円

不
用

額
国
(
県
)
支

出
金

地
方

債

円
円

- 54 -


